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Ⅰ 概要

１ 研究課題

・発達障害のある生徒に対し、教科指導のあり方とソーシャルスキルの段階的指

導方法についての研究を行う。

・関係機関との連携を通して就労支援、進学支援の方法を研究する。

２ 研究の概要

①校内支援体制の整備…校内ＳＮＥ委員会を設置し、コーディネーターの養成と年間指導

計画を作成する。

②発達障害の理解…生徒対象講演会、職員研修会を実施し障害への理解を深める。先進的

な取り組みを行っている学校の視察を行う。

③地域支援員の活用…学校生活を支援するために、支援員の活用のあり方について研究を

行う。

④関係機関との連携…インターンシップを通じた関係機関との連携について研究を行う。

３ 研究成果の概要

①コーディネーターの養成

・県教育委員会主催の研修会での研修内容をもとに、校内支援体制の整備を行った。

②校内委員会の設置

・校内ＳＮＥ委員会(教育相談委員会)において生徒の状況の把握、個別の指導計画の作

成を行い生徒にあった的確な指導が可能となった。

③ケース会議(支援チーム)の設置と学年会との連携

・校内ＳＮＥ委員会(教育相談委員会)で討議された指導計画に沿って、より具体的に指導

する組織として位置づけられ、迅速な対応ができた。

④研修会の充実

・職員研修を２回、生徒対象の講演会を１回実施し、発達障害の理解が進んだ。

⑤地域支援員の活用

・地域支援員の活動は、生徒の学校生活の支援に大きな成果があった。生徒に寄り添った

支援員の取り組みにより、一学期は授業に参加できなかった生徒が、教室に戻ることが

できた。また、発達障害のある生徒が苦手としていた体育の授業では、しだいに集団に

入って学習に参加できる生徒の姿が見られるようになった。



Ⅱ 詳細報告

１ 研究の内容

(1)発達障害のある生徒に対する指導方針

ア 生徒の実態（把握方法も含めて）

つぎのとおり生徒の実態把握を行った。

(ア)担任を中心に支援を必要とする生徒のリストを作成。

１学年においては入学してまもなく「ＰＳＴ－Ⅲ」 （日本心理適性研究所 編）

を使い、生徒の状況把握を目的に性格検査を実施した。

２学年、３学年ではチェックシートを利用してできるだけ発達障害の疑いのある

生徒も含めて抽出した。

(イ)学年会で検討のうえ第２回の校内ＳＮＥ委員会（教育相談委員会）で支援の方法

について決定。

各学年の支援対象生徒の人数は次の通りである。

１学年 １２人 ２学年 ７人 ３学年 ５人

イ 指導方針

全校生徒１７７名が学ぶ小規模校で、「小さくても生徒が輝く望月高校」作り

を目指し教育活動を行っている。平成２０年度は以下の三点を重点目標に掲げ取り

組んでいるところである。

１ 伸びる力を伸ばす教育を行う。

２ 授業改善に一歩踏み込んだ取り組みを行う。

３ 個々の生徒にきめ細やかな指導を行う。

言い換えれば生徒一人ひとりの違いを認め、個々の教育的ニーズに対応した支援

を行うということであり、この重点目標を踏まえた指導方針をとった。

(ア)支援対象生徒の状況に合わせた指導

①支援対象生徒を４つのグループに分け、生徒の状況に合わせた指導を行う。

校内ＳＮＥ委員会として支援チームをつくり、支援を行った生徒は４月段階で次

の通りである。(下の表のケース４に対象の生徒)

１学年 ７人 ２学年 ２人 ３学年 ０人

これらの生徒に対しては「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」を作成し、

職員会にそれらを報告し、全職員の共通理解を図りながらきめ細かい支援を行う。

②その他軽度の生徒についてはケースバイケースで指導を行う。

(下の表のケース１～３に対象の生徒)

ケース１ 生徒の学習内容等を配慮しながら観察指導。

ケース２ スクールカウンセラーによる指導。

ケース３ 学年・担任による通常の指導。

ケース４ 校内ＳＮＥ委員会（教育相談委員会）で支援の方法を検討。

支援チームを作り専門家のアドバイスを参考に指導を進める。



(イ)地域支援員の活用による個に寄り添った指導

平成２０年度より全ての県立高等学校で特別支援教育コーディネーターを指名

し研修を課すと同時に、特別支援教育の実施が一斉に開始された。義務教育に遅

れること５年、ようやく高等学校においても発達障害のある生徒に対しての指導

が本格的に始まったのである。

本校には様々な生徒が入学してくる。中学時代不登校を経験した（３年間３０

日以上）生徒は各学年で４割にものぼっている。この中には発達障害と医師から

診断された生徒もいれば、発達障害の疑いがあると思われる生徒も多数入ってい

る。彼らは多くは様々な理由から学校へは登校できても、すぐには教室には入れ

ない。

一方、２クラス募集の小さな学校であることから、教員の定数は他校に比べ非

常に少ない。一人で複数の分掌をかけもつことが当たり前の学校である。その意

味で、教員以外の地域支援員（２名）を活用し、個に寄り添った指導に当たって

いただいた点が大きな特徴である。

【地域支援員の活用（目的、業務内容）】

①目的

地域在住の教職経験者で、専門知識を有する地域支援員２名を活用し、発達障

害のある生徒に対し学習・生活支援を行う。

②業務内容

・地域支援員Ａ氏

原則として授業日の月～金曜日の 5 日間、8 時３０分～１２時３０分まで

の４時間を活用時間とし、１学年面談室において生徒支援を行う。また、個

別支援プロジェクトチームの構成員として、ＳＮＥ委員会からの要請に応じ

て会議に出席する。

・地域支援員Ｂ氏

原則として授業日の月・水・金曜日の３日間、８時３０分～１２時３０分

までの４時間を活用時間とし、保健室において生徒支援を行う。また、個別

支援プロジェクトチームの構成員として、ＳＮＥ委員会からの要請に応じて

会議に出席する。

ウ 成果と課題

(ア)校内ＳＮＥ委員会を設置したが本校の職員数の関係上、既存の教育相談委員会がこ

れにかわる組織とした。当然、発達障害のある生徒とともに不登校の生徒について

も支援をしていく組織として位置づけられた。不登校の生徒の多くは広い意味で発

達障害のある生徒も多く含まれており指導を検討する有効な組織であった。

(イ)「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」を作成することにあまり慣れておらず

対応の差が生じた。来年度への課題としたい。

(ウ)性格テストや心理テスト等を実施して生徒の状況把握を図ったことは有効な手段で



あった。

(エ)地域支援員の活動について

①地域支援員Ａ氏には、「面談室」に常駐していただき、発達障害のある生徒への支

援と学校へ登校はしているが、ＨＲ教室に入れず授業に参加できない生徒の支援も

お願いした。

②2年生の個別支援の必要な生徒（体育の集団スポーツに苦手意識ある生徒）に対し

て、授業に一緒に参加し、周りの生徒の協力を得ながら、苦手意識の払拭と友人関

係を強めるように努めていただいた。

③「面談室」では、生徒たちの相談や授業に参加できない生徒に対して学習指導も合

わせて行っていただいた。授業参加に対し友人の力を借りて参加を促す働きかけも

していただき、一学期の終わりには面談室にいた生徒が授業に参加できるようにな

った。

④元養護教諭である地域支援員Ｂ氏には、保健室およびサブルームに常駐していただ

き、精神障害や思春期特有の悩みを抱える生徒に、養護教諭とともに助言をしてい

ただいた。発達障害のある生徒からの相談やその母親の悩み相談にのっていただき、

外部カウンセラーへの橋渡しをすることにもかかわっていただいた。

⑤二人の地域支援員には、毎月ほぼ1回実施される校内ＳＮＥ委員会に参加していた

だき、生徒指導の経過や今後の支援の在り方などについて、指導方針の立案にも助

言をいただき、集団の指導にも加わっていただいた。担任一人で背負うのではなく、

チーム全体で協力してサポートしていくという支援システムの中で重要な役割をし

ていただいた。

⑥来年度においても、チーム支援の方法を踏襲しつつ、個別の生徒の指導計画を立て

ながら、チームとして最大限取り組んでいけるシステム作りと外部専門家のアドバ

イスをいただき推進していきたいと考える。

(2)発達障害のある生徒に対する授業やテストにおける評価方法等の工夫

ア 授業の際の配慮事項等

・毎回の職員会で各学年より生徒の状況を報告し、全職員が把握することになって

いる。発達障害のある生徒については、更に詳しく報告したいただき職員全体が指

導できる体制作りを行っている。授業担当者もこのような会議で情報収集をしても

らい指導に役立てるようにしている。全職員の共通理解と全員が同じ指導を行うこ

とはとても重要である。

・とりわけ発達障害のある生徒においては、実技系科目を苦手としている。

地域支援員に一緒に授業に出ていただいた指導が有効であった。

・授業改革を進めるなかで発達障害のある生徒が意欲的に学校生活を送れるようにす

ることが大切である。

本校の教育方針の大きな柱は「授業改革」である。発達障害のある生徒の指導も

この指針は何ら変わらない。発達障害のある生徒も「わかる授業」「魅力ある授業」



に接するとき、他の生徒同様目に輝きを生むのである。

本校はかつては、生活指導問題が多発する学校であった。『光り輝く望高を作ろ

う！！』のスローガンのもと授業改革に乗り出した経緯がある。

全校で取り組んでいる内容を挙げると

①授業を大切にする。分かる授業を展開し

よう。

②進学補習の実施

③学習合宿 ２泊３日の実施

④バスで大学見学ツアー

⑤保護者に対する進学教育

このような取り組みの中で発達障害のある生

徒たちも意欲的に学校生活を送れるのである。とりわけ、少人数クラスを作るなか

で授業に意欲的に学習するようになってきた。

・「学び続ける限り生徒は崩れない」授業研究会の取り組み

望月高校をもっともっと変えていこうということで、平成１７年９月から数回に

わたり授業研究会を行ってきた。東京大学教授 佐藤学先生のご指導のもと公開授

業研究会・講演会を実施しており、この取り組みは、今年で４年目を迎えている。

授業研究会のスタイルは次のようなものである。

授業をビデオで撮影する。教員の教え方を

撮影するのでなく、生徒の学びの様子を撮

影するのである。当然、ビデオカメラは教

室の前の方に設置され、生徒が「学び」に

入っているかどうかを撮影しこれを授業研

究会で確認しながら研究する。発達障害の

ある生徒がクラス全体のなかでどう学んで

いるのかもこの取り組みのなかではっきり

してきた。

公開授業研究会

イ テストにおける配慮事項等

・教室に入ることができない生徒については従来より別室受験を認めてきた。

・外国籍の生徒が在籍していることからテスト問題によっては漢字にふりがなを付け

ることを全校で取り組んでいる。発達障害のある生徒にとってふりがながついてい

るとテストに意欲的に取り組める生徒もいた。

ウ 評価における配慮事項等

・学習の評価基準については他の生徒と同様にあつかっているが、補習等の取り組み

については生徒個々の状況にあった指導を心がけている。



・今年度発達障害のある生徒については欠席時間について配慮を行った。

エ 成果と課題

・授業研究会等を通じて「わかる授業」の工夫が進み、教員の発達障害のある生徒へ

の支援が徐々に進んできた。

生徒の個々の特性を考慮して授業を展開したり、実習科目では周囲の友人の指導を

行い成果を上げている。

(3)発達障害のある生徒に対する就労支援

ア 支援の方策と内容

・ハローワークの障害者担当の方に年２回学校に来ていただき指導を仰いだ。

・本年度は一年目ということもあり、発達障害のある生徒に対する就労支援は

研究推進を行った。

・２学年全員が３日間のインターンシップを行った。

イ 成果と課題

・該当生徒の進路実現については今回のモデル事業の大きな柱と考えている。

該当生徒は来年度３学年に進む生徒もおり本人の特性を活かした進路希望の実現を

支援したい考えである。

・インターンシップは該当生徒はのみならず進路実現に向けた効果的な指導であっ

た。

(4)一般の生徒に対する理解推進等の指導の在り方

ア 指導の工夫と取組

・小学校、中学校では特別支援教育、発達障害のある生徒についての指導が進められ

ている。高等学校では今年度より特別支援教育のスタートの年であり、概念や基本

的な理解からスタートした。

・生徒に対する講演会による啓蒙活動

５月８日（木）人権教育と併せ実施 講師 長岡秀貴先生

演題「ひとりひとりのかけがえのない命について」

イ 成果と課題

・今年度初めての取り組みであったが様々な機会を通じて発達障害の理解や特別支援

教育について理解と意識付けに心がけた。

・該当生徒によってはクラスでカミングアウト（僕にはこんな特性がありますと話を

する）が行われ生徒理解の指導を行った。

・一般生徒に至っては啓蒙、研修棟の機会を今年度以上に取り組みを強化して継続発

展させるように考えている。

(5)教職員や保護者の研修等

ア 研修会開催の回数・時期・研修内容等

・職員研修講演会(２回)



５月２３日（金）

講師 永松裕希先生 信州大学 教育学部教授

演題「発達障害の理解」

１０月２２日（水）

講師 金高 茂昭先生 スクールカウンセラー 早稲田大学講師

演題「発達障害の生徒の指導について」

イ 成果と課題

１９年度より該当生徒が入学しており外部講師による「発達障害について」の研

修を重ねてきた。職員は一定程度の理解まで高めることができた。

来年度は、コーディネーター研修会での学習を教職員に反映できるような施策を

考えたい。

また、機会を捉えて保護者向けの講演会を実施したい。

(6)その他の支援に関する工夫

特記事項なし

２ 研究の方法

(1)研究委員会の設置

ア 構成

NO 所 属 ・ 職 名 備 考

１ 望月高校 特別支援教育コーディネーター 兼 教育相談委員長

２ 望月高校 教頭

３ 望月高校 生活指導主任

４ 望月高校 １学年担当教諭

５ 望月高校 ２学年担当教諭

６ 望月高校 ３学年担当教諭

７ 望月高校 養護教諭

８ 望月高校 地域支援員 ２名

９ 望月高校 スクールカウンセラー

10 佐久総合病院（児童精神科）児童精神科医師

11 長野大学 社会福祉学部教授

12 佐久公共職業安定所 上席職業指導官

13 上田養護学校 総合支援室 巡回相談員

14 佐久障害者相談支援センター療育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

イ 委員会開催回数・検討内容

・校内ＳＮＥ委員会は年間１５回実施した。

・校外の委員を交えたＳＮＥ委員会は７月と３月に２回実施した。



学期 月 日 実施回 実施概要
４月 ６日 第一回 職員顔合わせ・活動計画立案

１１日 第二回 支援が必要な生徒のリストアップ
職員研修会の実施　計画

５月 ８日 第３回 登校できない生徒の指導について
支援が必要な生徒のリストアップから絞り込み
　　　　　　　　　支援チームの結成
支援員の先生との連絡体制について

２９日 第４回 支援を必要とする生徒の支援チームとしての指導案検討
一学年　心理テストの実施について
ＳＮＥモデル事業予算について

６月 １５日 第５回 支援を必要とする生徒の報告　指導について助言
７月 ４日 第６回 支援を必要とする生徒の報告　指導について助言

内規についての確認
１／２規定対象生徒の確認

１５日 第７回 支援を必要とする生徒の報告　指導について助言
内規についての確認
１／２規定対象生徒の確認

２８日 第一回 ＳＥＮ委員会
　事例発表と助言

９月 １０日 第８回 支援を必要とする生徒の報告　指導について助言
１学年に絞る

１９日 第９回 支援を必要とする生徒の報告　指導について助言
２学年の生徒に絞って検討する

１０月 ２４日 第１０回 支援を必要とする生徒の報告　指導について助言
支援体制の再検討
校内内規についての検討開始

１１月 １４日 第１１回 支援を必要とする生徒の報告　指導について助言
支援体制の再検討
ケース会議の報告

１２月 １９日 第１２回 二学期までの教育相談で指導した生徒のまとめ
今後の展望について
校内内規の改定

１月 ２３日 第１３回 ３学年生徒についての指導助言
内規についての確認

２月 ６日 第１４回 １学年生徒についての指導助言
内規についての確認

３月 第１５回 一年科のまとめ　　来年度への課題

１８日 第二回 ＳＥＮ委員会
　一年間の活動報告と助言

一学期

二学期

三学期

教育相談委員会(ＳＮＥ委員会)活動報告



ウ 特別支援教育コーディネーターの指名や個別の教育支援計画の策定等具体的な方策

・本年度は特別支援教育コーディネーターが、教務主任と教育相談委員を兼ねること

となった。

・校内ＳＮＥ委員会として支援チームをつくり支援を行った、１学年７人、２学年２

人に対しては「個別の指導計画」「個別の教育支援計画」を作成し、全職員の共通理

解を図りながらきめ細かい支援を行った。

学期 月 実施項目 実施概要
４月 研修 スクールカウンセラー連絡会議参加

各学校における支援体制等意見交換
外部研修 コーディネーター養成　研修　長野県教育委員会主催

長野県総合教育センター
①特別支援教育の推進
②発達障害の理解と支援

５月 研修 「高等学校における発達障害支援モデル事業」　説明会
全国のモデル事業校の実践を聞く

６月 外部研修 コーディネーター養成　研修　長野県教育委員会主催
長野県総合教育センター
①コーディネーターの役割
②チーム支援

県委員会活動 特別支援教育　シリーズ本　作成会議
７月 外部研修 コーディネーター養成　研修　長野県教育委員会主催

長野県総合教育センター
①教育相談
②個別の指導計画の作成

県委員会活動 特別支援教育　シリーズ本　作成会議
９月 外部研修 コーディネーター養成　研修　長野県教育委員会主催

長野県総合教育センター
①進路指導と就労支援
②高等学校における学習支援・生活支援

県委員会活動 特別支援教育　シリーズ本　作成会議
外部研修 信州発達障害研究会　　塩尻

講演会
外部研修 福島県　川俣高校の実践報告

長野県総合教育センター
１０月 外部研修 コーディネーター養成　研修　長野県教育委員会主催

長野県総合教育センター
①実践報告
②ケース検討

県委員会活動 特別支援教育　シリーズ本　作成会議
研究発表 上小教育研究集会　　　上田６中

「本校のＳＮＥモデル事業について」報告

１１月 県委員会活動 特別支援教育　シリーズ本　作成会議
研究発表 佐久地区特別支援コーディネーター連絡会　レポーター

「本校のＳＮＥモデル事業について」報告
１２月 外部研修 特別支援教育報告会

研究発表 小諸高等学校　特別支援研究会　レポーター
「本校のＳＮＥモデル事業について」報告

１月 外部研修 平成２０年度国立特別支援教育総合研究所セミナー（Ｉ）
　国立オリンピック記念青少年総合センター

外部研修 特別支援教育　実践報告会
世田谷泉高校　(東京)

２月 外部研修 平成２０年度国立特別支援教育総合研究所セミナー（Ⅱ）
　国立オリンピック記念青少年総合センター

一学期

二学期

三学期

コーディネーター養成　外部研修報告



エ 成果と課題

（ア）コーディネーターの養成

・県立高等学校にコーディネーターが指名された初年度であり新鮮な気持ちで研修

活動ができた。この研修の成果をどう学校全体に還元していくかが今後の課題で

ある。

（イ）校内ＳＮＥ委員会の設置

・いままで発達障害のある生徒の対応は全て担任、ならびに学年会に任されていた。

しかし、校内ＳＮＥ委員会（教育相談委員会)が生徒の状況の把握、ならびに個別

の指導計画の作成を行うことにより、その生徒にあった的確な指導が可能となる

とともに、担任の負担軽減にもなった。校内委員会で情報を収集・整理すること

によって、有効な支援方法が見えやすくなり、学級担任の心の支えとなることが

できた。職員全体でどう指導していくかについて、引き続き研究していきたい。

（ウ）ケース会議(支援チーム)の設置と学年会との連携

・校内ＳＮＥ委員会(教育相談委員会)で討議された指導計画に沿ってより具体的に

指導する機関として位置づけられた。実際にやってみて３～４人程度の人数構成

がよいと思われる。休み時間、会議のあとと迅速に動いた方がいいからである。

また、必要に応じて特別支援学校の相談員に参加していただき、指導計画作成

に係わっていただいたことは有効であった。

また、学校生活の中での諸問題の解決は、友人によって支えられる事例は少な

くない。発達障害のある生徒の生活環境と周りの生徒からの働きかけはとても重

要な指導であった。

(2)専門家チームの活用

ア 構成

NO 所 属 ・ 職 名 備 考

１ 佐久総合病院（児童精神科）児童精神科医師

２ 長野大学 社会福祉学部教授

３ 佐久公共職業安定所 上席職業指導官

４ 上田養護学校 総合支援室 巡回相談員

５ 佐久障害者相談支援センター療育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

イ 専門家チームの活用状況

今年度は２回の専門家チームを含めたＳＮＥ委員会を実施した。

平成２０年 ７月 ２８日（月） 第１回ＳＮＥ委員会

平成２１年 ３月 １８日（水） 第２回ＳＮＥ委員会

また、特別支援学校相談員(上田養護学校)には様々なケース会議に参加して頂き適

切な指導計画の作成に助言をいただいた。



ウ 成果と課題

本校に近い特別支援学校の相談員から、自閉症、ＡＤＨＤ、ＬＤ等の発達障害の

特徴とその指導方法についてご指導頂いた。我々教職員は発達障害について名前を

知っていてもどのようなものか分からない教員が多く「目から鱗」状態であった。

具体的指導方法は、すぐに対象の生徒に役立った。

発達障害などの知識が比較的少ない高校現場にとって外部機関の先生方の指導の

ノウハウは大変参考になった。今年度は２回の全体会の中で助言ををいただいたが、

来年度も継続していきたい。

(3)関係機関との連携

ア 他の高等学校や特別支援学校との連携

・ＳＮＥ事業を進めている高等学校や特別支援学校に出向き研修を行った。

福島県立川俣高等学校 大笹生養護学校高等部 都立世田谷泉高等学校

筑波大附属坂戸高等学校 東京都立青鳥特別支援学校

・本校に近い上田養護学校の相談員からは、特別支援教育全般に助言をいただいてい

る。

イ 発達障害者支援センターやハローワーク等関係機関との連携

佐久公共職業安定所上席職業指導官を含む専門家チーム５名＋全職員の事例研究

会を２回実施した。

平成２０年 ７月 ２８日（月） 第１回ＳＮＥ委員会

平成２１年 ３月 １８日（水） 第２回ＳＮＥ委員会

ウ 地域の教育施設や人材等の活用

【地域支援員の活用（目的、業務内容）】

①目的

地域在住の教職経験者で、専門知識を有する地域支援員２名を活用し、発達障

 
ＳＳＮＮＥＥ委委員員会会のの設設置置とと関関係係機機関関ととのの連連携携  

スクール

ソーシャル

ワーカー

（ＳＳＷ）

地域支援

センター

医療機関

ＮＰＯ法人

ハローワーク

特別支援学校

校内委員会



害のある生徒に対し学習・生活支援を行う。

②業務内容

・地域支援員Ａ氏

原則として授業日の月～金曜日の 5 日間、8 時３０分～１２時３０分までの４

時間を活用時間とし、１学年面談室において生徒支援を行う。また、個別支援

プロジェクトチームの構成員として、ＳＮＥ委員会からの要請に応じて会議に

出席する。

・地域支援員Ｂ氏

原則として授業日の月・水・金曜日の３日間、８時３０分～１２時３０分まで

の４時間を活用時間とし、保健室において生徒支援を行う。また、個別支援プ

ロジェクトチームの構成員として、ＳＮＥ委員会からの要請に応じて会議に出

席する。

また、生徒によっては家庭に諸事情を抱えている場合もある。

第２回ＳＮＥ委員会では、地域の民生委員の方にも支援チームに入っていただき助

言をいただいた。

エ 成果と課題

２回に渡る外部機関との連携の会議を行い、我々教員の抱えている問題点について

専門家チームの助言をいただいた。特に第２回ＳＮＥ委員会では就労支援にポイント

を絞りアドバイスをいただき実り多き会となった。

地域支援員の活動は、生徒の学校生活の支援に大きな成果があった。生徒に寄り添

った支援員の取り組みにより、一学期は授業に参加できなかった生徒が、教室に戻る

ことができた。また、発達障害のある生徒が苦手としていた体育の授業では、しだい

に集団に入って学習に参加できる生徒の姿が見られるようになった。

Ⅲ 今後の我が国における発達障害のある生徒の支援の在り方についての提案等

「高等学校における発達障害支援モデル事業」を一年間取り組んで感じたことを述べ

る。

特別支援教育を行ううえで特に重要な取り組みは次の３点と考えている。

①授業改革・授業改善

どうすれば「わかる授業」「魅力ある授業」を展開できるか。

生徒の「学び」を大切にして校内授業研究会を数回実施している。

ここ４年にわたり東京大学の佐藤学教授指導のもと授業改善に取り組んでいる。

簡単に言えばＡＤＨＤ・ＬＤの生徒も自閉症の生徒も「魅力ある授業」「わかる授

業」には集中するのである。

②教員の同僚性

教員の同僚性を高め、生活指導をはじめ様々な文化祭等の行事を職員の一致した

取り組みで成功させる力が大切である。



教職員の一致した取り組みと民主的な集団の中でこれは実現する。

③人権教育

いじめや差別のない学校作りがとても重要である。

発達障害のある生徒は「いじめ」の対象となりやすいので、生徒同士で互いに高め

あう、認め合う環境作りが要である。

教職員だけの対応でなく生徒を取り巻く友人の力は絶大である。場合によっては

教員より十倍、二十倍の力があるときもある。また、学校全体に「いじめ」「暴力」

のあるような学校では、不幸なことに障害のある生徒たちは高校生活の道をたたれ

ることが少なくない。そういう意味で、特別支援教育は「明るい学校づくり」と一

体化したものといえる。

Ⅳ その他特記事項（エピソードを含む）

特記事項なし

Ⅴ モデル校の概要

１ 学級数と生徒数（平成20年５月現在）

課程 学科
第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 合計

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数

全日制 普通科 ２ ７１ ２ ５９ ２ ４７ ６ １７７

計

２ 教職員数（平成20年５月現在）

校長 教頭 教諭 養護教諭 非常勤講師 実習助手 ALT 事務職員 司書 その他 計

１ １ １７ １ ５ １ ５ １ ７ ３９
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